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背　　景
1．心停止傷病者の発生と予後
人体の中でも，生命維持に直結する機能を持つ臓器
が心臓と肺である。突然心臓が停止すれば，脳のエネ
ルギーは約 10秒で枯渇し，数秒から数十秒で意識を失
う。脳への血流が途絶えると，呼吸中枢が機能しなく
なり，呼吸が停止する。心臓と肺のどちらかが機能を
停止すれば，やがて心肺停止といわれる状態となり，
死に至る 1)。
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Abstract: A lot of citizens in Tokyo have an experience of learned cardiopulmonary resuscitation 
(CPR). Also, there are a lot of AEDs are implementing in the town in Tokyo. However, the survival rate 
without neurological deficit in cardiac arrest in Tokyo is lower than the national average.
The purpose of this study was to analyze the factors of effecting the survival rate and to find to 
improve the rate. Especially, we discussed focus on the community support system.
We analyzed existing data and previous studies and investigated factors correlated with survival rate.
As a result, “Response time by emergency medical service (EMS)”, “Transportation time by EMS”, 
“The rate of providing CPR by bystander before arrival of EMS” were correlated.
This study suggested to make the construction of the community support system to improve the sur-
vival rate of cardiac arrest in Tokyo. The community support system is important of providing early 
CPR for cardiac arrest. It is needed to participate in the EMS by private companies and general public.
要旨： 東京都は応急手当講習の修了者数や市中の AED設置数が多いにもかかわらず，病院外で発生
した心停止傷病者の社会復帰率が全国平均を下回っている。この原因を明らかにし，社会復帰率向上を
目指すための方策について，特に共助体制の構築に着目し，考察した。
先行研究や公的機関のデータを分析し，社会復帰率に関与する因子を調査したところ，「救急隊の覚
知から現場到着までの所要時間が長い」「覚知から病院収容までの所要時間が長い」「救急隊到着前に一
般市民による心肺蘇生が実施されていた割合が低い」ことに相関があることが判明した。東京都の社会
復帰率向上には，救急活動時間を短縮することとともに救急隊到着前の心肺蘇生実施率を上げることが
必要であり，救急隊到着前の可能な限り早期から心肺蘇生を実行する仕組みづくりと，事業所・住民等
が積極的に救急活動を支援する共助体制が必要である。
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東京都における心停止からの社会復帰率低迷の要因分析
AEDの設置について，厚生労働省は 2013年，設置
が推奨される施設の具体例について「AEDの適正配置
に関するガイドライン」 を発表した。その中で，主に
不特定多数の人が出入りする施設（駅，商業施設，官
公庁等）が設置を推奨されている 6)。しかしながら，実
際に目撃のある心停止傷病者に AEDが使用された例
は約 4.5％にすぎない。本研究では，心肺蘇生及びAED
による除細動の実施を「応急手当」と表記する。
心肺蘇生の手法は 2000年以降，5年ごとに改訂され
てきた。現行の最新のガイドラインは日本蘇生協議会
（Japan Resuscitation Council：JRC）が作成した「JRC
蘇生ガイドライン 2015」7)に基づく。一般市民による
応急手当の部分として「JRC蘇生ガイドライン 2015」
に準拠した内容の「改訂 5版救急蘇生法の指針 2015
（市民用）」8)が作成され，その中で，心停止傷病者を社
会復帰に導くために必要な一連の行動は「救命の連鎖」
として説明されている。「救命の連鎖」の 4つの輪が繋
がることで救命効果が高まるとしている。1つめの輪
は心停止の予防，2つめの輪は心停止の早期認識と通
報，3つめの輪は心肺蘇生と AEDによる除細動，4つ
めの輪は救急救命士や医師による高度な救命医療を意
味する 8)。特に 2番目と 3番目の輪は，現場に居合わ
せた一般市民（バイスタンダー）によって行われるこ
とが期待されるとされ，一般市民が「救命の連鎖」の
重要な役割を担っていることを強調している。同指針
では，「心臓と呼吸が止まってから時間の経過とともに
救命の可能性は急激に低下するが，救急隊を待つ間に
居合わせた市民が救命処置を行うと救命の可能性が 2
倍程度に保たれる」との報告も掲載している 8)。
2016年中に全国で救急搬送された心停止傷病者は
123,554人であった。うち，心原性心停止傷病者は
75,109人であり，そのうち目撃のある傷病者は 25,569
人であった 9)。過去 5年間の全国の心停止傷病者発生
状況を図 1に示す。
救急救命士法（平成 3年 4月 23日法律第 36号）で
は，心臓機能または呼吸機能のいずれか一方もしくは
両方が停止した場合を心肺機能停止という。心肺機能
停止は死と同義ではなく，回復の可能性のある病態と
され，救急救命士の行う救急救命処置の対象でもあ
る 1)。本研究では，心肺機能停止・心臓機能停止・呼吸
機能停止の病態を総称し「心停止」と定義して述べる。
心停止の原因は様々である。大きく，心臓に原因が
あると考えられるもの（心原性）とそれ以外に原因が
あるもの（非心原性）に分類される。わが国では心停
止の過半数が心原性であり，その大半は心疾患が原因
と考えられている 1)。
突然の心原性の心停止の場合，呼吸や循環が心停止
直前まで比較的正常に保たれていることが多く，発症
時刻からの経過時間が傷病者の予後に影響することか
ら，発症時の目撃の有無が重要となっている。本研究
では，一般市民が傷病者の心停止を目撃した場合の心
停止について，「目撃のある心停止」と表記する。
心停止の持続時間は回復の過程に影響を及ぼす。特
に，脳は血流が途絶えてから数分程度で不可逆的な障
害が始まる 1)。そこで，一刻も早く，心臓や脳に血液
を送り続けることにより救命効果を高めるための心肺
蘇生を開始する必要がある。
本研究では，胸骨圧迫と人工呼吸を組み合わせたも
の，または胸骨圧迫のみ実施するものを「心肺蘇生」
という。心肺蘇生は，自動対外式除細動器（Automated 
External Defibrillator：以下「AED」という）による
心拍再開効果を高めるとともに，心拍再開後に脳の後
遺症を残さないために重要である 2)。AEDは，心電図
を解析し，電気ショック適応と判断すれば必要な電気
エネルギーを自動的に充電し，ショックボタンを押す
ことで体外から電気ショックを与える装置 3)である。
電気ショックによる処置は「除細動」といわれ，除細
動の成功率は心停止から 1分経過するごとに 7～ 10％
低下する 3)。2016年中に全国で発生した目撃のある心
原性心停止傷病者 25,569人のうち，一般市民により除
細動が実施された傷病者の 1ヵ月後社会復帰率は
45.4％であり，実施されなかった傷病者の 1ヵ月後社
会復帰率 6.9％と比較して約 6.6 倍高くなっている 1)。
本邦では 2004年，反復継続する意思を持たない非医
療従事者による AED使用が医師法違反にならないこ
とが示され 4)，公共施設や市中に AEDの設置が進めら
れてきた。坂本（2017）の調査 5)によれは，2016年ま
での国内での AED販売台数は 835,379台に達し，その
うち医療機関や消防機関への販売を除いた 688,329台
が一般市民の使用を前提としたものとして販売され，
既に破棄された 97,370台を除いた約 59万台が国内の
市中に設置されているものと考えられている。
図 1　全国の心停止傷病者発生状況（総務省消防庁「平成 29
年版救急救助の現況」を基に著者作成）
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発出された「応急手当の普及啓発活動の推進に関する
実施要綱」10)に基づき，消防長の任務として実施され
ているが，東京消防庁は，その 20年前の 1973年から
応急手当普及業務を開始していた。1992年以降は，東
京消防庁救急業務等に関する規程を設け，地域住民に
対し傷病者を応急に救護するために必要な知識及び技
術を普及することを救急部長及び消防署長の責務と
し，現在の心肺蘇生等の救命を主眼とした講習の積極
的な普及が展開された 11)。2005年，一般市民に AED
の使用が認められたことを受け，AEDの使用法を含む
講習が開始されると，その後は講習区分が多様化され，
2008年から，ホームページの電子学習室と消防署等で
の実技講習を併用した講習を開始，2012年からは小学
校高学年を対象とした 90分間の「救命入門コース」の
導入，2016年からは，さらに 45分間の「救命入門コー
ス」も導入し，都民が自分のスタイルに合った講習を
受講できるように改訂されてきた 12)。2016年中は，東
京都における普通救命講習及び上級救命講習の受講人
員が人口 1万人あたり181人は 9)，京都府の218人に次
いで全国 2位となっている。図 2は，東京都における
過去 5年間の応急手当講習受講者数を示す。普通救命
講習は，3時間または 4時間で成人に対する心肺蘇生
（AEDの使用法を含む）を習得するカリキュラムで，
毎年 19万人以上が修了している。普通救命講習の内容
に，小児や乳児の応急手当，外傷の応急手当等を加え
た上級救命講習や，短時間で心肺蘇生を学ぶ救命入門
コース，いずれにも分類されない講習を含め，毎年約
70万人の一般市民が東京都で応急手当の講習を受講
している。さらに，2005年，効果的な応急手当の普及
を図るため，区町村・交通機関・医療機関・教育機関・
事業所等の 25団体からなる東京都応急手当普及推進
協議会を設立し，バイスタンダーによる応急手当の実
施率 50％を目指し，2018年末までに 280万人の都民に
心停止傷病者の予後の指標として，わが国では 1ヶ
月後の生存率と社会復帰率が用いられている。生存率
とは，状態にかかわらず生存が確認できる者の割合，
社会復帰率とは，社会生活が可能となった者（社会復
帰者）の割合をさす。社会生活が可能かどうかは，グ
ラスゴー・ピッツバーグ脳機能・全身機能カテゴリー
（The Glasgow Pittsburg Outcome Categories）を用い
て判定される。
2．東京都における状況
2016年中に東京都で救急搬送された病院外心停止傷
病者 12,449人のうち，一般市民の目撃がある心原性心
停止の傷病者は 3,060人である。そのうち 1ヶ月後生
存率は 355人（11.6％），1ヶ月後社会復帰率は 229人
（7.5％）となっている 9)。全国で救急搬送された心停止
傷病者の 10.0％が東京都で発生している。そのうち，
一般市民の目撃のある心停止傷病者は約24.6％であり，
全国平均（約 20.6％）に比し，心原性心停止傷者の発
症を目撃される割合が高い，すなわち社会復帰のチャ
ンスが高いということになる。実際，東京都は一般市
民の目撃がある心原性心停止の傷病者の発生数も多く，
全国の 12.0％（25,569人中 3,060人）が東京都で発生
している。しかし，全国平均の 1ヶ月後生存率は 13.3％
（25,569人中 3,400人），1ヶ月後社会復帰率は 8.7％
（25,569人中 2,226人）であり，東京都は一般市民の目
撃がある心原性心停止の傷病者の 1ヶ月後生存率・1ヶ
月後社会復帰率ともに全国平均を下回っている。
東京都は，1973年に消防関係救急業務に関する条例
（昭和 27年東京都条例第 94号）の全部を改正し，救急
業務等に関する条例（昭和 48年東京都条例第 56号）
を公布した。その中で，都民・事業所の責務について
「都民は，傷病者を応急に救護するための必要な知識及
び技術の習得に努めなければならない。都民は，救急
業務の緊急性及び公共性について理解を深め，救急隊
を適正に利用するよう努めなければならない。（救急業
務に関する条例第 8条）」「事業者は，第 2条第 2項第
3号から第 5号までに規定する業務に協力するよう努
めなければならない。（救急業務に関する条例第 9条）」
と定めた。事業者の責務で規定されている「第 2条第
2項第 3号から第 5号までに規定する業務」とは，応
急手当の知識技術の普及（第 2号），救急車の適正利用
の普及啓発（第 3号），事故の状況の確認・通知・公表
による都民生活で生じる事故予防の普及啓発（第 5号）
である。
東京都の大部分の消防事務を所管する東京消防庁で
は，古くから一般市民の応急手当の普及啓発に取り組
んできた。本邦では地域住民に対する応急手当の普及
啓発は，消防の任務として 1993年に自治省消防庁から
図 2　東京都の応急手当講習受講者数（過去 5年）（総務省消
防庁「救急救助の現況（平成 25年版から平成 29年版まで）」
を基に著者作成）
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生じたことがあった。このような背景から，都民に直
結した救急体制のあり方として家族への連絡をいかに
行うかが検討され，1964年 7月に発足したが，電話の
普及率が高くなるとともに任務が減少し，1974年に廃
止となった。制度の発足は第 18回オリンピック競技大
会（1964／東京）の 3ヶ月前であり，今後，第 32回
オリンピック競技大会（2020／東京）・東京 2020パラ
リンピック競技大会を控えて安心安全な都市づくりを
目指している現在の東京都と背景が共通している。
3．問題意識
過去 10年（2007–2016）の累計で，東京都の 1ヶ月
後社会復帰率は 5.9％（41位／ 47都道府県）であっ
た 9)。この数値は，東京都の社会復帰率が全国平均の
7.4％だった場合，この 10年間で 26,939人中 1,993人
が社会復帰できていたことになり，現在の社会復帰者
数 1,576に加え 417人が社会復帰できたことになる。ま
た，全国トップの福岡県と同じ 12.9％（過去 10年の累
計）だった場合，同じく 26,939人中 3,475人が社会復
帰できたことになり，現在の社会復帰者数 1,576に加
え 1,899人が社会復帰できたことになる。この失われ
た社会復帰者が得る予定であったと想定される生涯賃
金，社会貢献等を考慮すれば，社会復帰率の低迷が大
きな損失であることは明白である。
東京都は 2016年に「都民ファーストでつくる『新し
い東京』～ 2020年に向けた実行プラン～」を発表して
おり 15)，第 32回オリンピック競技大会（2020／東京）・
東京 2020パラリンピック競技大会で人々が安全・安心
に大会競技や観光などを楽しめるよう，万全の危機管
理体制を実現することを表明した。本邦では，1986年
バレーボールの日本リーグでアメリカのハイマン選手
が試合中に倒れ死亡した映像がアメリカ全土に流れ，
救急車到着まで心肺蘇生が実施されなかったことで批
判を受けたことがあった。もし現代にそのような事案
が発生すれば，SNS等であっという間に世界中に拡散
対して応急手当講習を実施することを目標とした 12)。
また，東京消防庁はこれまで応急手当講習を積極的
に受講している事業所などに対して「救命講習受講優
良証」を交付している（応急手当奨励制度）。2013年
に優良証交付対象を商店街，町会，自治会等にも拡充
し，応急手当の普及に取り組んできた。2018年 8月 20
日現在で 1596事業所等が優良証を交付されている 13)。
一方，現場で応急手当を実施した一般市民への補償
も行なっている。第 31期東京消防庁救急業務懇話会
（2012.3答申）からの提言を受け，2015年に東京都バ
イスタンダー保険制度を設立した（表 1）。これは，東
京消防庁管内で発生し，東京消防庁の救急隊が出場し
た救急事故現場でバイスタンダーが応急手当を実施し
たことにより受傷や感染危険が生じた場合に補償を行
なうものである。この制度は，バイスタンダーの心肺
蘇生処置によって損害賠償請求がなされた時の補償も
含んでいる。これ以外にも，「東京消防庁応急手当に係
る障害等見舞金基準」に基づき，一定の要件を満たせ
ば定額の見舞金を支払う制度も設けている 12)。
東京都では，過去に，東京消防庁の委嘱により地域
住民が救急事故発生時の共助体制を確立していた時期
があった。1960年代から 1970年代にかけて実施され
ていた「救急協力の家制度」と呼ばれるものである。
その事務は東京消防庁が取り扱い，消防総監名で市民
に「救急協力の家」を委嘱し，救急活動への協力を求
めていた。救急活動に一般市民が協力することで救急
車到着前の応急手当の重要性を認識し，積極的に学習
の機会を求めるなどの行動変容に結びついたという報
道もされている 14)。一般市民が救急隊到着前の共助や
救急隊到着後の活動支援を行っている点は，消防機関
が地域住民と協力し救急活動を行なうことが不可能で
はないということを示唆している。「救急協力の家制
度」が発足した経緯は，救急業務草創期 は交通戦争と
いわれるほど交通事故が激増し，外出先で交通事故に
遭い救急搬送された傷病者の家族への連絡の必要性が
表 1　東京都バイスタンダー保険の概要
場所 東京消防庁管内
条件 東京消防庁がバイスタンダーの応急手当や受傷状況を客観的に判断できる場合
状況 応急手当の実施によって感染の危険が生じた場合・損害賠償を提訴された場合
補償 死亡見舞金　500万円
後遺障害見舞金　500万円に見舞金支給割合を乗じた額
入院見舞金　日数に応じ 3から 15万円
通院見舞金　日数に応じ 1万 5千円から 7万 5千円
感染検査見舞金　1万 5千円
感染予防薬投与見舞金　ヒト免疫不全ウィルス 5万円　B型肝炎ウィルス 4万円　梅毒 5千円
感染見舞金　30万円
法律相談見舞金　5万円
運用開始日 2015年 9月 9日
（バイスタンダー保険の創設について：2015．東京消防庁報道発表資料を基に著者作成）
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⑩　②のうち，一般市民により心肺蘇生が実施され
ていた件数（2016年）
⑪　⑩の割合（著者計算：⑩÷②×100）
⑫　全心停止症例で一般市民による除細動が実施さ
れていた件数
⑬　⑫の割合（著者計算：⑫÷①×100）なお，本来
であれば目撃のある心原性心肺停止傷病者のうち
一般市民による除細動が実施されていた数の割合
を求めるべきであるが，データを得ることが出来
なかったため，全心停止症例での計算とした。
⑭　普通・上級救命講習人口 1万人あたりの受講者
数（2016年）
⑮　その他（普通救命講習・上級救命講習以外）の
応急手当講習受講者数（2016年）
⑯　国勢調査による人口（2015年）
⑰　人口 1万人あたりの⑮の数（著者計算：⑮÷⑯
×10000）
2） AEDの普及状況に係わる研究（近藤 2012）19)より，
都道府県別に市民使用目的の市中設置AED台数を
抽出した。
3） 各都道府県のホームページで第 6次医療計画（2012
策定・2013～ 2017実施）を調査し，救急医療に関
する記載のうち，具体的数値で指標が出されている
項目数を都道府県ごとに抽出した。厚生労働省で
は，都道府県医療計画の記載事項の 5事業の一つに
「救急医療」を指定している。全都道府県共通の，
ストラクチャー・プロセス・アウトカムに分類した
指標を用いることなどにより，地域の医療提供体制
に関する調査を通じて現状を把握した上で，課題の
解決に向けた数値目標の設定及び施策の明示やそ
れらの進捗状況の評価等を実施するとしている 20)。
その中に，救急医療のアウトカムとして「心停止傷
病者の 1ヶ月後の予後」を例示しており，ストラク
チャーとして「住民の救急蘇生法の受講率」「AED
の設置台数」など，プロセスとして「救急要請（覚
知）から救急医療機関への搬送までに要した平均時
間」など，いくつかの項目を指標例として示してい
る。これらの理由から，医療計画の数値目標の設定
は自治体の取り組みに関連する可能性を考慮し，項
目数を抽出することとした。
4） 地方防災行政の現況・平成 27年度及び平成 28年 4
月 1日現在における状況 21)より，都道府県別の自
主防災組織活動カバー率（全世帯数のうち，自主防
災組織の活動範囲に含まれている地域の世帯数）を
抽出した。その理由は，共助の取り組みに自主防災
組織の活動が関連している可能性を考慮したため
である。
5） 統計でみる都道府県のすがた 2017 22)より，人口 10
され，日本の信用を失ってしまうことが危惧される。
それは有名人に限らず一般市民も同様であり，オリン
ピック競技会場のみならず東京都全体に対策が必要だ
と考える。
病院外で発生した心停止傷病者を救命するために
は，救急隊到着前のバイスタンダーによる応急手当が
実施されていることが重要であることは，先行研究に
おいて十分に示されている 16)。また，応急手当の出来
るバイスタンダーを増やすために講習受講者数を増や
していく政策も提言されている 17)18)。しかし，講習受
講者数を増やすことが，最終的なアウトカムとしての
社会復帰率の向上に結び付いているかどうかについて
は言及されていない。
目　　的
東京都の社会復帰率が低い原因を明らかにする。「東
京都は応急手当の普及や AEDの設置を進めてきたに
もかかわらず社会復帰率が低い事実から，救命講習受
講者数や AEDの設置数を増やすことのほかに，行な
うべき対策がある」と仮説をたて，一般市民の「共助」
に焦点をあてて東京都の社会復帰率の向上方策につい
て考察する。
対象と方法
総務省消防庁発行「救急救助の現況」のデータ，既
往研究のデータ等から定量的に分析し，社会復帰率に
影響している因子を明らかにする。
1．都道府県別の社会復帰率の分析
目撃のある心原性心停止傷病者の社会復帰率に関与
していると考えられる因子を抽出した。
1） 平成 29年版救急救助の現況 9)より，都道府県別に
次の数値を抽出した。
①　心停止傷病者全搬送人員数（2016年）
②　①のうち，目撃のある心原性心停止傷病者数
（2016年）
③　②のうち，1ヵ月後社会復帰者数（2016年）
④　目撃のある心原性心停止傷病者の 1ヵ月後社会
復帰率（2016年）
⑤　人口 10万人対救急医療機関数（2017年 4月現在）
⑥　人口 1万人あたりの救急出動件数（2016年）
⑦　救急隊の救急救命士常時運用隊比率（2017年 4
月 1日現在）
⑧　救急隊の覚知から現場到着までの所要時間
（2016年）
⑨　救急隊の覚知から病院収容までの所要時間
（2016年）
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い負の相関，覚知から病院収容までの所要時間に中等
度の負の相関，一般市民による心肺蘇生が実施されて
いる割合に低い正の相関が見られた（表 2，図 3-1～
3-3）。
目撃のある心原性心停止傷病者の 1ヵ月後社会復帰
率は，全国的に上昇傾向にあった。2005年は 3.3％で
あったが，2016年には 8.7％まで上昇していた。都道
府県により変動はあるが，全国平均は一度も下降する
ことがなかった。
過去 10年の社会復帰率が 10％を超えている 4県（福
岡県：12.9％，島根県：11.4％，石川県：10.6％，愛知
県：10.0％）のうち，島根県と石川県は年により変動
が大きい。これは，目撃のある心原性心停止傷病者の
発生数自体が少ないためと考えられる（年間 100～ 200
人程度）。福岡県（同発生数年間 400～ 600人），愛知
県（同発生数年間 1,000人以上）は，2006年以降は常
に全国平均を上回る社会復帰率を記録している（表 3，
図 4）。
救急蘇生統計（ウツタイン様式）に基づいた全国的
な情報の収集が開始された 2005年を除いたすべての
年で東京都の社会復帰率は全国平均を下回っていた。
東京都の社会復帰率は 2006年，2008年，2012年で前
年より下がっており，それ以外の年は前年より上がっ
ていたが，その理由を救急・応急手当に関する主な出
来事と関連付けることはできなかった（表 4）。
考　　察
1．社会復帰率優良県との比較
過去 10年の社会復帰率が 10％を超えている 4県（福
岡県，島根県，石川県，愛知県）のうち，年により変
動が大きい島根県と石川県を除き，福岡県と愛知県に
ついて，社会復帰率に関与している因子を東京都と比
較した（表 5）。
万人あたり救急自動車数（2015年）を抽出した。
6） 1）の⑤から⑨，⑪，⑬から⑮，2）から 5）までの
数値と，1）の④目撃のある心原性心停止傷病者の
1ヵ月後社会復帰率との間の相関係数を求めた。統
計解析はMicrosoft Oﬃce Excel 2007を用いて行っ
た。相関の強さはギルフォードの基準 23)を用い，相
関係数 0.7–1.0を High（高い），0.4–0.7をModerate
（中程度），0.2–0.4を Low（低い），0–0.2を Negli-
gible（無視できる）と判定した。負の場合も同様
とした。
2．社会復帰率の推移
目撃のある心原性心停止傷病者の社会復帰率の推移
を後ろ向きに観察した。
1） 目撃のある心原性心停止傷病者数とその1ヵ月後社
会復帰者数・1ヵ月後社会復帰率を，2005年から
2016年まで都道府県別に抽出した。2005年・2006
年の数値は，「平成 24年版救急救助の現況」から，
2007年から 2016年までの数値は「平成 29年版救
急救助の現況」から引用した。
2） 平成 29年版救急救助の現況・別表 19「一般市民が
目撃した心原性心肺機能停止傷病者の生存率
（10ヵ年集計，都道府県別）」より，2007年から
2016年までの累計した目撃のある心原性心停止傷
病者の 1ヵ月後社会復帰率が 10％を超えている 4
県と，東京都・全国平均を比較した。
3） 2）に併せ，一般市民の心肺蘇生に関係する出来事
を文献等で調査した。
結　　果
目撃のある心原性の心停止症例の 1ヵ月後社会復帰
率は，救急隊の覚知から現場到着までの所要時間に低
表 2　社会復帰率に関与する因子の相関
因子 相関係数 判定
1ヵ月後 社会復帰率 1
救急医療機関数 0.0030 Negligible
救急出動件数 –0.0707 Negligible
救命士常時運用隊比率 –0.0811 Negligible
覚知から現場到着までの所要時間 –0.3612 Low
覚知から病院収容までの所要時間 –0.4659 Moderate
一般市民による心肺蘇生が実施されていた割合 0.3210 Low
一般市民による除細動が実施されていた割合 0.1260 Negligible
普通・上級救命講習受講者数 –0.0090 Negligible
その他講習受講者数 0.0724 Negligible
AED設置数（市民使用目的の市中設置） –0.1591 Negligible
医療計画具体的指標の個数 0.1453 Negligible
自主防災組織活動カバー率 –0.0918 Negligible
救急自動車数 –0.1260 Negligible
（関係データを分析した結果から著者作成）
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られた。
東京都は救命講習受講者数や AED設置数は充実し
ている（表 6）。普通・上級救命講習の人口当たりの受
講者数は全国 2位，同じくその他の講習の人口当たり
の受講者数は 4位，一般市民の使用目的に市中に設置
された AEDの人口当たり設置数は全国 3位となって
いた。それに対し過去 10年間の社会復帰率全国 1位の
福岡県では，人口当たりの AEDの設置数は全国最下
位であった。この結果から，講習受講者数や AEDの
設置数が少なくても，救急隊の活動時間の短縮と一般
市民の心肺蘇生が実施できれば，社会復帰率の向上に
図 3-1　社会復帰率と覚知から現着までの所要時間の相関
図 3-3　社会復帰率と一般市民の心肺蘇生実施割合の相関
図3-2　社会復帰率と覚知から病院収容までの所要時間の相関
図 3　社会復帰率と相関する因子（参照関係データを分析し
た結果から著者作成）
表 3　過去 10年間の 1ヵ月後社会復帰率（2007–2016）
順位 都道府県
10ヵ年の 
1ヵ月後 
社会復帰率
順位 都道府県
10ヵ年の 
1ヵ月後 
社会復帰率
1 福岡県 12.9％ 25 長崎県 7.1％
2 島根県 11.4％ 25 鹿児島県 7.1％
3 石川県 10.6％ 27 千葉県 6.9％
4 愛知県 10.0％ 28 群馬県 6.8％
5 沖縄県 9.9％ 29 長野県 6.7％
6 新潟県 9.0％ 29 大分県 6.7％
7 北海道 8.9％ 31 宮城県 6.5％
8 大阪府 8.8％ 31 広島県 6.5％
9 佐賀県 8.6％ 33 秋田県 6.2％
10 福井県 8.4％ 33 栃木県 6.2％
11 岡山県 8.3％ 35 青森県 6.1％
12 滋賀県 8.2％ 35 山梨県 6.1％
13 富山県 8.1％ 35 静岡県 6.1％
13 鳥取県 8.1％ 38 三重県 6.0％
13 熊本県 8.1％ 38 山口県 6.0％
16 神奈川県 8.0％ 38 香川県 6.0％
16 高知県 8.0％ 41 東京都 5.9％
18 岐阜県 7.8％ 42 山形県 5.8％
19 埼玉県 7.6％ 43 奈良県 5.7％
19 兵庫県 7.6％ 44 茨城県 5.2％
21 徳島県 7.5％ 45 福島県 4.9％
21 宮崎県 7.5％ 45 愛媛県 4.9％
23 京都府 7.2％ 47 岩手県 4.5％
23 和歌山県 7.2％ 全国平均 7.4％
（総務省消防庁「平成29年版救急救助の現況」を基に著者作成）
図 4　1ヵ月後社会復帰率の推移（総務省消防庁「平成 29年
版救急救助の現況」を基に著者作成）
福岡県，愛知県ともに，救急隊の覚知から現着まで
の所要時間，覚知から病院収容までの所要時間，一般
市民の心肺蘇生が実施されていた割合の 3項目でいず
れも上位となっていた。一方，東京都は救急隊の覚知
から現着までの所要時間，覚知から病院収容までの所
要時間の両方が全国最下位，一般市民の心肺蘇生が実
施されていた割合は全国 46位となっており，社会復帰
率低迷の原因として，救急隊の活動時間の延伸と一般
市民の心肺蘇生があまり実行されていないことが考え
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停止傷病者数が 2015年は 110人，2016年は 97人），社
会復帰率の変動が大きいため比較対象としなかった
が，この事実からも，応急手当実施率をいかに上げる
かが社会復帰率向上のために重要な課題であると考え
られた。
繋がるものと考えられた。
2016年の目撃のある心原性心停止傷病者の 1ヵ月後
社会復帰率が全国 1位であった徳島県（2015年社会復
帰率 11.8％から 2016年は 17.5％に上昇）の場合，一般
市民の心肺蘇生が実施されていた割合が 2015年は
56.4％であったものが 2016年は 63.9％に上昇してい
る。徳島県では発生数が少なく（目撃のある心原性心
表 4　救急・応急手当に関する主な出来事
年
社会復帰率
（全国）
社会復帰率
（東京都）
救急・応急手当に関する 
主な出来事（東京都）
救急・応急手当に関する 
主な出来事（全国）
2004 一般市民の AED使用可能
救急救命士の気管挿管開始
2005 3.3％ 4.7％ 東京都応急手当普及推進協議会設立
AED講習開始
東京民間救急コールセンター・サポート
Cab運用開始
心肺蘇生ガイドライン 2005
愛地球博（愛知県）―心停止 3人を救命
2006 4.1％ 3.5％
2007 6.1％ 5.5％ 東京消防庁救急相談センター・救急搬送
トリアージ開始
2008 6.2％ 4.4％ インターネットを活用した救命講習（電
子学習室）開始
2009 7.1％ 5.5％ 「救急医療の東京ルール」運用開始 傷病者の搬送及び受入れの円滑化を図る
ための消防法改正
2010 6.9％ 6.2％ 心肺蘇生ガイドライン 2010
救急救命士の薬剤投与開始
2011 7.2％ 6.2％ 東日本大震災
2012 7.2％ 4.9％ 東京版救急受診ガイド運用開始
2013 7.9％ 5.1％ 応急手当奨励制度拡充
2014 7.8％ 5.6％ 地域の応急手当普及功労賞創設
英語対応救急隊運用開始
救急救命士の処置拡大（血統測定とブド
ウ糖投与・心肺停止前の輸液）
2015 8.6％ 7.2％ 東京都バイスタンダー保険制度設立 心肺蘇生ガイドライン 2015
2016 8.7％ 7.5％ 救急機動部隊運用開始
（総務省消防庁「救急救助の現況（平成 25年版から平成 29年版まで）」，東京消防庁「救急活動の現況平成 28年」を基に著者作成）
表 5　社会復帰率に関与している因子の社会復帰率上位県と東京都との比較
1ヵ月後社会復帰率 
（10ヵ年：2007–2016年）
1ヵ月後社会復帰率 
（2016年）
覚知から現場到着までの 
所要時間（2016年）
覚知から病院収容までの 
所要時間（2016年）
一般市民の心肺蘇生が実施
されていた割合（2016年）
順位 都道府県
社会 
復帰率
順位 都道府県
社会 
復帰率
順位 都道府県
時間 
（分）
順位 都道府県
時間 
（分）
順位 都道府県 実施率
1 福岡県 12.9％ 1 徳島県 17.5％ 1 大阪府 6.6 1 富山県 30.2 1 山形県 72.0％
2 島根県 11.4％ 2 福岡県 16.3％ 2 京都府 6.8 2 福岡県 30.7 2 愛知県 69.9％
3 石川県 10.6％ 3 富山県 14.3％ 3 富山県 6.9 3 福井県 31.9 3 福岡県 67.5％
4 愛知県 10.0％ 4 福井県 13.2％ 4 福井県 7.2 3 沖縄県 31.9 4 高知県 66.9％
5 沖縄県 9.9％ 5 和歌山県 12.6％ 5 石川県 7.4 5 愛知県 32.4 5 沖縄県 66.3％
6 新潟県 9.0％ 6 愛知県 12.4％ 6 愛知県 7.7 5 京都府 32.4 6 長崎県 66.2％
7 北海道 8.9％ 6 佐賀県 12.4％ 7 北海道 7.8 7 岐阜県 32.8 7 宮崎県 65.8％
8 大阪府 8.8％ 8 長崎県 12.3％ 7 群馬県 7.8 8 石川県 33.0 8 秋田県 64.9％
9 佐賀県 8.6％ 9 新潟県 11.9％ 7 岐阜県 7.8 9 滋賀県 33.2 9 大分県 64.7％
10 福井県 8.4％ 10 沖縄県 11.6％ 10 兵庫県 8.1 10 大阪府 34.6 9 島根県 64.7％
11 岡山県 8.3％ 11 滋賀県 11.2％ 10 和歌山県 8.1 11 香川県 34.7 11 福島県 63.9％
12 滋賀県 8.2％ 12 石川県 11.0％ 10 福岡県 8.1 12 大分県 35.2 12 徳島県 63.9％
41 東京都 5.9％ 31 東京都 7.5％ 47 東京都 10.8 47 東京都 50.6 46 東京都 44.6％
全国平均 7.4％ 全国平均 8.7％ 全国平均 8.5 全国平均 39.3 全国平均 56.1％
（総務省消防庁「平成 29年版救急救助の現況」を基に著者作成）
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分 19秒，心停止から救急隊等が傷病者に接触するまで
平均 13分 28秒を要しているとの報告がある 12)。これ
は，心停止を目撃しているにも拘らず，すぐに通報出
来ていないことが考えられる。そのため，救急隊の出
動から現着までの時間短縮のみならず，目撃者が早期
に通報できるようにする必要がある。また，目撃から
応急手当開始までの時間が 3分以内であった場合は
1ヵ月後生存率が 18.2％であるのに対し，11分を超え
ていた場合は 3％にすぎないことも報告されており，
早期の応急手当開始が重要であることは明白である。
（同資料は 1ヵ月後生存率について記載されているが，
社会復帰率には言及されていないが，社会復帰率は生
存率よりさらに低いことは自明である。）
また，東京都は建物構造が複雑であり，救急隊が現
場に到着した際の，救急車の停車場所から実際に傷病
者に接触するまでの時間を短縮することが必要である
と考えられる。東京都では，都民ファーストの都政の
実現に向けた改革を推進するため，2016年 9月に「都
政改革本部」を設置した。都政改革本部設置要綱に基
づき都政改革本部会議を開催しており，第 12回都政改
革本部会議（2017.11.28東京都庁）においては，東京
消防庁では2020年までに出動からの現場到着時間7分
（2016年：7.5分）を目標とするとしている 25)。しかし，
この時間は救急車が実際に走り出してから現場に停車
するまでの時間であり，その中には 119番通報を受け
てから出場指令が出され救急隊が救急車に乗車するま
での時間と，救急隊が現場に救急車を停車させてから
傷病者に接触するまでの時間が含まれていない。
救急活動は消防機関の所掌事務のため公助である
が，共助でも改善できる部分があると考えられる。消
防法第 35条の 10には「救急隊員は，緊急の必要があ
るときは，傷病者の発生した現場付近に在る者に対し，
救急業務に協力することを求めることができる。」と明
記されている。このことから，心停止傷病者の社会復
帰を目指すために救急隊の活動時間を短縮することが
必要であると救急隊長が判断した場合，現場に居合わ
2．東京都の課題
2017年 7月に内閣府が実施した「救急に関する世論
調査」24)によれば，東京都区部は，応急手当ができる
と思う人の割合が他の市町村に比べ低い。「応急手当が
出来ると思うか」との質問に対し，できると答えた人
の割合の全国平均は 41.4％であるが，東京都区部は
30.4％と全国平均を大幅に下回っている。
応急手当講習の受講の割合も，全国平均 62.5％に対
し，東京都区部 46.8％となっており，低くなっている。
平成 29年版救急救助の現況では，人口当たりの受講者
数は全国でも上位になっているため矛盾する。その要
因の一つに，東京都の応急手当普及業務を実施してい
る公益財団法人東京防災救急協会 では，講習受講者の
対象を原則として「都内在勤・在住・在学」としてい
るため，都内で受講していても都民ではない受講者が
多く含まれていることが考えられる。
また，「救急に関する世論調査」では応急手当につい
て不安に思うことの上位 3項目は，「正しく出来るか」
「間違えて悪化させないか」「失敗して責任が問われな
いか」であった。この 3項目は，東京都区部はその他
の地域より高い割合を示している。応急手当講習を受
講しない理由では，「受講する時間がない」「申し込み
の方法が分からない」という理由が他の地域より高い
割合であった。（図 5-1～ 5-4）。
社会復帰率向上のためには，一つ目に救急隊の活動
時間（現場に到着するまでの時間及び医療機関に傷病
者を収容するまでの時間）を短縮すること，二つ目に
救急隊到着前の応急手当実施率を上げること，以上の
2点が必要である。
1）救急隊の活動時間の短縮について
はじめに，救急隊の活動時間を短縮する方策につい
て論じる。救急隊をより早く現場に到着させるために
は，目撃から通報までの時間短縮も必要である。東京
消防庁管内では，2016年中に発生した目撃のあった心
停止傷病者について，心停止から覚知（通報）まで 5
表 6　救命講習等受講者数と AED設置数の社会復帰率上位県と東京都との比較
普通・上級救命講習受講者数 
（人口 1万人あたり・2016年）
その他講習受講者数 
（人口 1万人あたり・2016年）
AED設置数（人口 10万人あたり）
市民使用目的の市中設置・2012年
順位 都道府県 受講者数 順位 都道府県 受講者数 順位 都道府県 設置数
1 京都府 218 1 島根県 392.7 1 山梨県 353.4
2 東京都 181 2 岐阜県 353.6 2 島根県 329.5
3 福井県 180 3 福井県 332.8 3 東京都 322.1
4 青森県 165 4 東京都 332.5 4 福井県 291.5
32 愛知県 92 21 愛知県 213.3 23 愛知県 239.1
28 福岡県 97 25 福岡県 196.8 47 福岡県 167.9
全国平均 110 全国平均 196.4 全国平均 239.5
（総務省消防庁「平成 29年版救急救助の現況」及び近藤（2012）55)を基に著者作成）
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でき，かつ救急活動の効率化に結び付く活動である。
一般市民が救急活動に参加することで身体的損害を
被った場合の補償は，市町村等で実施することができ
る。「消防団員等公務災害補償等共済基金」26)は，消防
団員に安心して活動してもらうために設けられた公務
せた人に対し協力を求め，医療行為等の法令に抵触す
る部分を除いた活動を実施させることを提案する。表
7に示す活動内容の例示は，救急救命士法施行規則（平
成 3年 8月厚生省令第 44号）に示す「救急救命処置」
には該当しない項目であり，医療資格がなくても実施
図 5-1　応急手当ができるか 図 5-2　応急手当講習を受講したことがあるか
図 5-3　応急手当で不安に思うこと
図 5-4　応急手当講習を受講しない理由
図 5　応急手当についての世論調査結果（内閣府「救急に関する世論調査」を基に著者作成）
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含む）で発生している。そのうち 22.6％にしか応急手
当が実施されておらず，目撃のある心停止者数は住宅
以外で発生した数より多いのにも拘わらず 1ヶ月後生
存者数が少ない。応急手当が実施されていた数や 1ヵ
月後の生存者数は，住宅以外で発生した場合の方が多
い。東京消防庁は第 12回都政改革本部会議において，
公共の場における応急手当実施率を 2022年に 70％
（2016年：64.3％）とすることを目標とすると発表し
た。公共の場以外にも，住宅における応急手当実施率
を向上させることも必要であると考えられる。
次に，東京都内の防火対象物の状況を調査した（図
7）。東京都の防火対象物のうち，救急隊が現場に到着
してから傷病者に接触するまでに時間を要すると考え
られる高層階や地階を有する防火対象物の用途は住宅
と複合用途が多くなっている。このことからも，住宅
で発生した心停止傷病者の応急手当実施率を上げてい
くことが重要であると考える。カナダのDrennanらの
先行研究 27)では，心停止で病院に運ばれ，生存退院で
きた割合を発生場所の階層で調査したところ，1～ 2
階で発生した場合は生存退院率が 4.2％であったもの
が 16階以上では 0.9％まで減少し，25階以上で生存退
院したものは 0％であったとしている。
また，建物構造のみならず，世帯人員が少ないこと
も問題である。2016年の東京都の 1世帯あたり平均構
成人員は，47都道府県中最も少ない 1.95人（全国平均
2.26人）である 28)。1世帯の平均構成人員が 2人に満
たないと考えれば，そのうち 1人が心停止に陥った場
合，周囲に応急手当ができる人が居合わせる可能性は
低い。そのため，同一世帯内で応急手当の実施を期待
するより，近所のコミュニティのなかでの共助を実行
する方が効率的であると考えられるが，実際に東京都
災害補償制度である。本制度は，消防団員だけでなく，
救急業務協力者（民間人）も補償の対象としている。
具体的には，「事故現場付近で救急隊員から要請を受け
て救急業務に協力をした者」と「119番通報により口
頭指導員の指示のもとで要救助者の応急手当に従事し
た者」は補償の対象になるとしている。それ以外の場
合にも，前述した東京都バイスタンダー保険による補
償もある。東京消防庁管内で発生し，東京消防庁の救
急隊が出場した救急事故現場でバイスタンダーが応急
手当を実施したことにより受傷や感染危険が生じた場
合に補償を行なうものである。この制度は，バイスタ
ンダーの心肺蘇生処置によって損害賠償請求がなされ
た時の補償も含んでいる。
2）救急隊到着前の応急手当実施について
次に，救急隊到着前の応急手当について考察する。
図 6は，東京都における心停止傷病者数を住宅と住宅
以外の発生場所で比較したものである。心停止傷病者
の約 7割が住宅（専用住宅・共同住宅・寮・寄宿舎を
表 7　一般市民が協力できると考えられる救急活動の一例
項目 具体的内容
救急車の停車位置までの誘導 ・救急隊の活動に最も適した停車位置へ案内する。
・状況に応じ，停車中の救急車の安全管理を行う。
救急隊への情報提供 ・救急業務に関する規程に基づく応急手当実施者の必要事項を速やかに情報提供する。
・傷病者接触までの間に状況を伝え，情報収集の時間短縮を図る。
傷病者発生場所までの案内 ・傷病者の発生場所まで可能な限り短時間で到着できるよう案内する。
エレベーター・エスカレーター 
の操作
・エレベーターを確保をする。
・施設関係者であれば，エスカレーターを車椅子運転モードにする。
資器材搬送の支援 ・ 救急隊が現場へ搬送する資器材は，救命セットカバン，除細動器，酸素吸入器，吸引器，
搬送用資器材（担架等）に加え傷病に応じた資器材がある。これらの搬送を支援する。
衆人からの保護 ・ 救急隊が衆人環視下で処置を行う場合，傷病者のプライバシーに配意し，毛布や防水シー
ト等で遮蔽する。
傷病者搬送支援 ・傷病者の搬送を支援する。傷病者足部側であれば負荷は少ない。
搬出路の確保 ・ 救急隊が傷病者を搬送しながら救急車へ向かえるよう，通路の障害物を移動させたり，
ドアを押さえたりする。
救急車の現場出発時の安全管理 ・救急車が安全に現場を出発できるように，安全管理を行う。
図6　東京都における心停止傷病者発生数（住宅vs住宅以外）
（東京消防庁「救急活動の現況平成 28年」を基に著者作成）
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を向上させるために，救急隊だけでなく地域住民も一
丸となって傷病者の救命に取り組む必要がある。
3．今後の課題
本研究では，社会復帰率を都道府県で比較した。し
かし，消防は市町村の主管業務であるため，都道府県
内でも地域により救急システムが異なるなど，差があ
ることが考えられる。また，社会復帰率は地域住民の
年齢層が高齢化している地域に不利である。人口の少
ない地域では対象者数が少ないため，少数でも人数の
変動により数値の増減の幅が大きくなることが考えら
れる。これらの理由から，社会復帰率を単純に都道府
県で比較することは最善ではない。今後の研究では，
地域を限局して比較検討していく予定である。
社会復帰率に関与する因子に，救急車の活動時間が
ある。しかし，救急車の出動件数は年々増加している
ことにより，近くの救急車が出払ってしまい遠くから
救急車が来るため救急救命処置や医療機関への搬送の
では近所づきあいが希薄になっている。図 8は，内閣
府「平成 28年度社会意識に関する世論調査」29)の結果
を示したものである。東京都区部は他の都市に比べ，
近所と「あまり付き合っていない」「まったく付き合っ
ていない」割合が高くなっている。
社会復帰率の向上は，国際的にも安心・安全な都市
として高い評価を受けることが予想される。また，医
療や企業，地域のコミュニティなど地域社会の発展も
効果が期待される。第 12回都政改革本部会議で上山特
別顧問は，説明資料の中で「大都会の特性と諸条件の
厳しさはあるものの，『セーフシティ』の実現を目指す
東京都の救命率が他都市と比べ低いのは，都市の“経
営品質”に関わる大きな問題である。」と指摘し，会議
では救急活動の効率化の努力を認めながらも，「不適切
な救急車の利用を抑制する努力や救急車が現場に行け
ない間のバイスタンダーへの働きかけは，いわゆる
マーケティング（都民に対する営業のような作業）が
必要になる」と発言している 25)。東京都の社会復帰率
図 7　東京都の防火対象物（4階以上及び地階）の用途分布（東京消防庁「東京消防庁統計」を基に著者作成）
図 8　現在の地域での付き合いの程度（2017年 1月）（内閣府「平成 28年度社会意識に関する世論調査」表 7-1を基に著者作成）
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隊の覚知から現場到着までの所要時間，覚知から病院
収容までの所要時間）が長いこと，一般市民による心
肺蘇生が実施されていた割合が低いことがあげられる。
東京都で発生した心停止傷病者の社会復帰率を上げ
るための方策は，救急活動時間を短縮することととも
に救急隊到着前の心肺蘇生実施率を上げることであ
る。そのためには，消防や医療等の公助の充実強化を
図ることとあわせ，救急隊到着前の可能な限り早期か
ら心肺蘇生を実行する仕組みづくりと，事業所・住民
等が積極的に救急活動に参加する共助体制が必要であ
る。これらの具体化に向け，今後さらに研究に取り組
む所存である。
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